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Ⅰ　問　題　提　起
　近年，中小企業会計の分野において，国際的比較可能性が確保された会
計基準を採用すべきか，あるいは会計のグローバル化の影響を受けない会
計基準を採用すべきかという選択について，多くの国で活発な議論が行わ
れている。例えば，₂₀₀₉年 ₇ 月に公表され，世界₈₀カ国以上で採用されて
いる中小企業版 IFRS（International Financial Reporting Standards for Small 
and Middle-sized Entities: SMEs 版 IFRS）は，グローバル財務報告のため
の会計基準を非上場の中小企業に採用することを推進するものである
（IFRS Foundation, ₂₀₁₃）。会計研究の文献には，この SMEs 版 IFRS を国
内の中小企業へ採用する必要性を論じたものが数多く存在するが，発展途
上国を対象としたものが多い（例えば，Turegun et al., ₂₀₁₄（トルコ）； 
Albu et al., ₂₀₁₃（中東欧州 ₄カ国）；Uyra & Gungormus, ₂₀₁₃（トルコ）；
Hussain et al., ₂₀₁₂（フィジー）；Jaffar et al., ₂₀₁₁（マレーシア）；Albu & 
Albu, ₂₀₁₀（ルーマニア）；など）。Brown（₂₀₁₁）によれば，国際的に共通
化された財務報告基準を採用する便益は発展途上国と先進国では異なり，
発展途上国では企業の透明性が高まり，経済的な成長機会が生まれ，競争
が促進されるという便益が期待される。対照的に先進諸国における便益は，
資本コストの低減や市場効率性の向上などが指摘されている（Brown, 
₂₀₁₁）。しかしながら，先進諸国においても，このような便益のためだけに
国際的比較可能性を確保した財務情報の提供が達成されるわけではない。
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や環境要因，企業の組織的属性，導入に必要な費用などを考慮して決定し
ていることが実証されている（Eierle & Helduser, ₂₀₁₃；朱，₂₀₁₃; Litjents 
et al., ₂₀₁₂; Andre et al., ₂₀₁₂; Bassemir, ₂₀₁₂; Cristian et al., ₂₀₁₁; Eierle & 
Haller., ₂₀₀₉）。
　このような多くの要因の中でも，文化的差異という社会的要因の影響は
重要であると考えられる。近年，多くの国際ビジネスに関する文献の中で
認識されてきているとおり，今日のようなグローバル化した国際ビジネス
環境においても，文化的差異という要因が，国際社会で起こる現象を説明
する上で，重要な役割を担っていると言われている（例えば，Kwok & 
Tadesse, ₂₀₀₆; Leung, et al., ₂₀₀₆）。会計の分野においても，IFRSのような
単一の会計基準が必ずしも単一の会計実務を導くとは言えないことが実証
されつつあり（Han et al., ₂₀₁₀），文化的要因との関連を調査する重要性が
高まっているといえる。
　以上のような問題の背景に基づき，本研究では，中小企業における国際
的比較可能性を確保した財務情報提供に際し，社会的要因の影響に焦点を
当てる。特に，社会的要因の中でも，不確実性回避という文化的側面に限
定して研究を進めることにする。本研究の目的は，不確実性回避
（uncertainty avoidance）の特徴が高い社会における，中小企業会計の適用
に関わる会計専門家の判断について調査することにある。当該研究で対象
となる会計専門家の判断とは，日本の中小企業会計において，税理士が
IFRS の影響を受ける「中小企業の会計に関する指針」の採用を好まず，
IFRS の影響が遮断された「中小企業の会計に関する基本要領」の採用を好
むという現象をいう。
　本論文の構成は以下の通りである。まず，Ⅱ．において日本の中小企業
会計の特徴と問題点を論じる。Ⅲ．においては職業会計人の専門的判断と
社会的要因および文化的側面の影響を議論した先行研究を整理する。Ⅳ．
では先行研究を踏まえ，本研究の論理的フレームワークを明らかにし，そ
こから仮説を導出する。Ⅴ．ではリサーチ・デザインを試考する。最後に
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Ⅵ．では，本研究の総括と展望を述べる。
Ⅱ　日本の中小企業会計
　昨今の日本の中小企業会計については，複数の会計ルールが併存してい
る状況が存在する。まず₂₀₀₅年に，計算書類の作成に当たり拠るべきこと
が望ましい会計処理や注記等を示すルールとして「中小企業の会計に関す
る指針（以下，中小指針という）」が公表された。しかしながら，この中小
指針は，限られた中小企業のみで利用されるに留まり，より中小企業の属
性を考慮して策定された「中小企業の会計に関する基本要領（以下，中小
要領という）」が₂₀₁₂年に公表されている（河崎，₂₀₁₂）。また，「国際会計
基準（IFRS）への対応のあり方に関する当面の方針」では，IPO を目指す
非上場の中小企業が国際財務報告基準（International Financial Reporting 
Standards: IFRS）を適用できるように IFRS 適用要件の緩和が提案されて
いる（企業会計審議会，₂₀₁₃）。このように複数のルールが併存する中で，
中小企業は会社の実情に適合したものを選択し，適用することが期待され
ている。
　中小指針と中小要領のふたつの会計ルールを比較してみたとき，両者共
に利用者を中小企業と据えている点は共通する。しかし，中小指針は大企
業向け会計基準を簡素化した「トップ・ダウン・アプローチ」で IFRS と
のある程度の整合性を有するのに対して，中小要領は IFRS の影響を遮断
し，中小企業の属性に即した「ボトム・アップ・アプローチ」に基づいた
会計ルールであると解釈される（河崎，₂₀₁₂）。また，上西（₂₀₁₂）によれ
ば，中小指針は会計専門家が利用することを想定して作成されたルールで
あるのに対して，中小要領は経営者目線で作成されたルールであると述べ
られている。
　本来，適用する会計ルールの選択は，中小企業の経営者によってなさ
れ，それに基づき企業が財務諸表を作成しているとみなす。しかし実際の
ところは，経営・税務コンサルティングおよび付随業務を請け負う税理士
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が財務諸表を作成していると言われている（村田，₂₀₁₀）。そこで，複数あ
る会計ルールのうちどれを選択するかという問題についても，中小企業の
財務や税務に関わる税理士の判断に依拠するところが大きいと考えられる。
　実際の両会計ルールの棲み分けに関しては，例えば上西（₂₀₁₂）では，
中小企業の会計を担当する会計専門家は，最低限，中小要領に基づいて，
会計の必要性を経営者に理解してもらい，中小要領の示す会計処理等を行
うように努めることが必要であると言われている。さらに，中小要領の処
理が実践できた中小企業は，中小指針に移行すべきであることも示唆され
ている（上西，₂₀₁₂）。すなわち，中小企業の会計を担当するそれぞれの会
計専門家が，クライアント企業の状況を判断し，中小指針と中小要領のど
ちらを中小企業の会計ルールとして採用するかを決定する。
　より具体的な判断基準としては，弥永（₂₀₁₂）において，日本商工会議
所が₂₀₀₉年に主催した非上場企業の実態に則した会計のあり方に関するア
ンケートおよびヒアリング調査結果を要約することで，示されている。そ
れらは以下の ₄点である。
①資本市場からの資金調達への依存度：中小企業が会計のグローバル化
からのメリットを享受していれば IFRS の影響を反映した中小指針を
採用し，そうでなければ中小要領を採用する。
②利害関係者の範囲：利害関係者が国内の株主，債権者，取引先に限ら
れている場合は中小要領であり，利害関係者が海外にもいれば中小指
針を採用する。
③利害関係者の会計情報への要請：IFRS の影響を受けた財務報告を期待
している利害関係者がいる場合は中小指針を採用し，いない場合には
中小要領を採用する。
④経理に費やすことができる資金的余裕：資金的余裕がある中小企業は
中小指針の採用をめざし，余裕が無い場合は中小要領を採用し本業に
専念する。
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　実務では，これら複数の具体的判断基準を包括的に考慮して，企業の経
営者と経理を担当する会計専門家が，どちらの会計ルールを採用するかを
決めると解釈できる。
　では，この中小企業会計ルールの選択判断は，実務において合理的に行
われているのであろうか。本来，理論的に言えば，企業の大小を問わず，
企業が自発的に会計報告を行う動機は，利害関係者間に存在する情報の非
対称性を減少させることで，企業の資本コストを低減させることにある。
実際，村田（₂₀₁₀）の研究では，当該研究のサンプルであった日本の税理
士の₄₀.₃％が中小指針の採用目的として，資金調達を容易にするため，と
いう回答が示されていた。しかし一方で，財務会計と税務会計の乖離など
の理由のため，中小指針の採用を回避したという回答を行った者もいた
（村田，₂₀₁₀）。この判断は，税務会計基準の選択による一種の利益調整と
考えることもできる。さらには，日本の社会的要因（文化的側面）がこの
判断に影響を与えている可能性もある。村田（₂₀₁₀）でみられた税務会計
寄りに利益調整されてしまうという逆基準性は，保守的な会計判断を後押
しする文化的側面の影響であるという研究も存在している（Haller, ₁₉₉₂; 
Haller & Ferstl, ₂₀₁₂）。情報の比較可能性を高めて資本コストを削減する
のに役立つのは，基準ではなく実務の統一であり，実務はローカルな文化
や法制度などの諸要因によって影響されるという（Devalle et al., ₂₀₁₀; 齋
藤，₂₀₀₈）。このような考え方に基づけば，社会的要因が税理士の中小企業
会計ルールの選択判断に影響を与えていると解釈できるかもしれない。以
上のように，中小企業会計に関して，会計専門家の専門的判断が理論どお
り適切に行われているか，あるいは文化的側面の影響を受けているかとい
う点は，これまでの研究では明らかとされていない。
Ⅲ　先　行　研　究
　国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board; IASB）
は，財務報告のグローバル化のメリットが，資本市場へ上場する大企業に
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限定されず，非上場の中小企業にも存在するという考え方に基づき，中小
企業版 IFRS を公表した（IFRS, ₂₀₀₉）。ここでいう財務報告のグローバル
化による便益とは，高品質で比較可能な財務情報の提供に資することで，
利害関係者間の資本配分や株価の改善に結びつくことを意味している
（IFRS, ₂₀₀₉）。
　しかし多くの研究において，国際的比較可能性を確保した財務会計情報
の提供を行いたいという意図がある中小企業でも，そのための費用が便益
を越えてしまうがために，常に国内の会計基準からグローバル化を推進す
る会計基準の適用へと変更するとは限らない，と言われている。先行研究
では，この費用と便益について，様々な角度から分析・調査されている
（例えば，Eierle & Helduser, ₂₀₁₃; Andre et al., ₂₀₁₂; Bassemir, ₂₀₁₂; Litjents 
et al., ₂₀₁₂; Fulbier & Gassen, ₂₀₁₀; Eierle & Haller, ₂₀₀₉）。
　中でも Fulbier & Gassen（₂₀₁₀）は，ヨーロッパ諸国の中小企業（private 
sector）を対象にして，財務会計の均一化を図る会計をヨーロッパ諸国で
適用することが，EU 域内の非上場中小企業に便益を生むか否かを実証的
に検証した研究である。本研究の著者は，中小企業における財務会計は，
無数の契約関係（例えば，税制，配当契約，債権者契約，規制当局との関
係，経営者報酬契約）において上場する大企業とは異なる重要な役割を果
たしている点を指摘し，その関係が最終的な会計報告の結果に影響を及ぼ
しているか否かを調査した。分析の結果は，税制と財務報告の間に強い結
びつきがある国の中小企業は，営業活動によるキャッシュ・フローと比較
して，利益が複数の会計期間を通して平準化される傾向にあることが明ら
かとなった。すなわち Fulbier & Gassen（₂₀₁₀）は，税制や配当規制など
を含めた企業内の契約や統治制度が統一されていないヨーロッパ域内では，
中小企業会計の統一化は難しく，この構造的な障壁を取り除かなければ，
中小企業のグローバル会計基準を採用する便益は得られないと主張した。
　構造的費用については，Eierle & Helduser（₂₀₁₃）においても，コン
ティンジェンシー理論をベースとして分析が試みられている。コンティン
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ジェンシー理論は，財務報告に関する経営者や企業行動の選択が，社会的
要因（国の要因），外部要因（企業を取り巻く環境や利用者の特徴など）そ
して組織的属性によって影響を受けるというものである（Gernon & 
Wallace, ₁₉₉₅; Thomas, ₁₉₉₁）。Eierle & Helduser（₂₀₁₃）は，ドイツにあ
る₃₂₂の非上場の中小企業を対象に，質問票調査を実施し，それらの会社が
国際的比較可能性を確保した財務会計情報を公表する必要性と，その判断
の決定要因を調査した。分析結果によれば，海外から資本出資を得ている
こと，所有と経営の分離が進んでいること，当該中小企業が国際的企業グ
ループの一部（海外親・子会社）であることなどの属性が，国際的比較可
能性を確保した財務会計情報を公表する必要性と強く関わりがあることが
明らかとなった。逆に，海外の企業との取引，会社の収益性，レバレッ
ジ・レシオ，企業規模，業界，会社形態は影響力ある要因であるとは言え
ないことが明らかとなった。しかし，この研究では分析モデルに外部要因
と組織的属性を組み込んでいたが，社会的要因は考察の枠外であった。
　中小企業が国際的比較可能性を確保した財務会計情報を公表するか否か
をテーマにした研究領域において社会的要因の影響を分析した研究は，上
述の Fulbier & Gassen（₂₀₁₀）の中で構造的な障壁として概説されたこと
はあるものの，これまでの会計文献には存在していない。ただし，IFRS を
採用する大企業を対象とした研究では，会計ルールや実務における各国の
社会的要因の差違を扱った研究は存在する（Nobes, ₂₀₁₃; Han, et al., ₂₀₁₀; 
Zeff, ₂₀₀₇; Nobes, ₂₀₀₆; Ball, ₂₀₀₆）。
　例えば Han et al.,（₂₀₁₀）は，国家の文化的側面（cultural dimensions）
が各国の企業経営者の利益調整実務に影響を与えているか否かを調査した。
この研究では，₁₉₉₂年から₂₀₀₃年までのコンプサットの世界企業の財務
データを用いた実証分析を実施し，結果として，個人主義（individualism）
という文化的側面が強い（弱い）国の経営者ほど実務において利益調整を
行う（行わない）傾向にあり，また，不確実性回避（uncertainty avoidance）
という文化的側面の強い（弱い）国の経営者ほど利益調整を行わない（行
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う）傾向にあることを明らかとした。この研究結果は，社会的要因と会計
の価値観，およびこれらの関係をモデル化した Gray（₁₉₈₈）の理論を，
データにより実証したものであると言われている。しかし Han et al.,
（₂₀₁₀）の著者自身が本文で指摘する通り，この研究は国家の文化的側面が
各経営者の行動に影響を与えると仮定しているに過ぎず，直接その因果関
係を明らかにした研究ではなかった（Han et al., ₂₀₁₀）。
　社会的要因が意思決定者の判断に直接影響を与えているか否かを検証し
た研究もこれまでの文献に存在する。例えば Tsakumis（₂₀₀₇），Doupnik 
& Riccio（₂₀₀₆），Doupnik & Richter（₂₀₀₄; ₂₀₀₃）などは，IFRSの基準に
ある文言上の不確実性を含む表現の解釈や判断に関する文化的差異を，特
に保守主義（conservatism）と守秘性（secrecy）という観点から検証し，
その存在を実証した。
　例えば Tsakumis（₂₀₀₇）は，アメリカ人とギリシャ人の会計士を対象と
して，IAS₃₇に規定された偶発債務と偶発資産の認識と表示に関する専門
的判断と文化的差異の関係を調査した。この研究は，Gray（₁₉₈₈）の理論
的モデルを援用し，特に保守主義と守秘性という観点から，会計士の専門
的判断に対する文化的要因の影響について実証的研究を実施している点は
Han et al.（₂₀₁₀）と類似しているが，会計士の専門的判断を研究の対象と
している点で Han et al.（₂₀₁₀）とは異なる。Tsakumis（₂₀₀₇）では，
Hostede（₂₀₀₁）の文化的指標（cultural index）に基づき，アメリカ人に
とっては保守主義と守秘性の重要性が低く，ギリシャ人にとってはそれら
が高いという関係の中で，実証研究が行われた。本研究の著者が作成した
シナリオを用い，実験法により収集されたデータを分析した結果，意思決
定者の保守性が影響を与える余地のある資産負債の認識の判断と文化的差
異には有意な関係が見られなかったが，守秘性が影響を与える余地のある
財務諸表表示の判断と文化的差異には有意な差異を見出した。
　これに対して，Wehrfritz & Haller（₂₀₁₄）においても，IFRSの ₃つの会
計事象（訴訟に備えた引当金の認識，製品保証引当金の測定，偶発資産の
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開示）に関する専門的判断の差異に関して，質問票による ₃つの短いシナ
リオ・ケースを用い，イギリス人とドイツ人会計士について調査した。結
果は，引当金の認識のケースに関して，ドイツ人の判断がイギリス人より
も保守主義を考慮する傾向にあることを明らかとしたが，残りの ₂つの事
象において，両国出身の会計士の判断に統計的差異が見出せなかった。
Wehrfritz & Haller（₂₀₁₄）の研究は，これまでの先行研究とは異なり，
IFRS の採用の結果，会計専門家の意思決定に生じる各国間の社会的要因の
差異はそれほど重要ではないと結論づけている。
　さらに Heidhues et al.（₂₀₁₁）および Heidhuse & Patel（₂₀₁₂）は，重
要性に関する会計専門家の判断に対する文化的影響をドイツ人とイタリア
人会計士で比較調査した。これらの研究は，これまでの先行研究で行われ
てきた Hofstede（₂₀₀₁）の国家単位の文化的側面が，意思決定者の行動や
判断に影響を与えるという仮説の限界を補強し，Yoo & Donthu（₂₀₀₂; 
₁₉₉₈）による個人の文化的側面の専門的判断への影響を検証したもので
あった。理論的には，ドイツ人会計士はイタリア人会計士と比べて，重要
性の判断を保守的に行うと仮定されたが，DeZoort et al.（₂₀₀₆）が作成し
たシナリオを含む質問票を用いて仮説を検証した結果，ドイツとイタリア
において，会計士の重要性判断に有意な差があることを示す証拠は見出せ
なかった。ただしドイツ人については，不確実性の回避を好む会計士ほど
重要性の評価（materiality evaluation）に関して保守的行動をとることは証
明された（Heidhuse & Patel, ₂₀₁₂; Heidhues et al., ₂₀₁₁）。これは，財務
諸表上のある項目の評価が誤って作成されるおそれがあるようなリスクの
高い場合においてのみ，ドイツ人会計士個人の不確実性回避という性格が
その判断に影響を与えると解釈された。この研究では，ドイツ人会計士
は，重要性の評価に関して，イタリア人会計士よりも保守的に行動するこ
とが有意に証明されたが，その時には不確実性の回避という特徴がとても
低い場合であることも明らかになり，論理的には矛盾した結果が示されて
しまった（Heidhuse & Patel, ₂₀₁₂; Heidhues et al., ₂₀₁₁）。
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　以上のように，文化的側面という社会的要因が個別の会計専門家の判断
に影響を与えているか否かは，IFRS を採用する大企業においても，合意の
ある結論には至っていないうえ，中小企業を対象とした当該テーマの研究
はこれまでも行われていない。
Ⅳ　理論的フレームワークと仮説の設定
　コンティンジェンシー理論に基づけば，国や文化に関わる社会的要因の
影響により，中小企業が国際的比較可能性を確保した自発的会計報告を常
に追求するとは限らない。日本の多くの中小企業にみられる中小指針の採
用を回避し，IFRS の影響を遮断された中小要領を選択する行為は，その決
定プロセスに関わる税理士が，自発的開示による資本コストの低減という
観点よりも，日本という国や文化に関わる要因に大きく影響を受けた独自
の会計判断を行った結果かもしれない。
　日本の会計システムは伝統的に財務会計と税務会計のつながりが強く，
逆基準性（principle of congruence）という現象の存在が指摘される（日本
公認会計士協会，₂₀₁₀）。このような現象は諸外国でも見られる。例えばド
イツでも，逆基準性の作用により，確定決算主義を介した法人税計算プロ
セスが財務会計の損益に影響を与え，税金を低減させるという保守的な会
計判断を企業側に後押しすると言われる（Haller, ₁₉₉₂; Haller & Ferstl, 
₂₀₁₂）。日本やドイツの逆基準性という会計システムの特徴は，それらの国
の会計システムにおいて，保守主義や守秘性などの概念が重視されるから
であり，各国の社会的価値（社会的要因）が影響しているからであると言
われる（Gray, ₁₉₈₈）。特に Gray（₁₉₈₈）によれば，日本やドイツでは，
Hofstede（₂₀₀₁; ₁₉₈₀）がいう不確実性回避という文化的要因が強いという
特徴により，会計システムにおける保守主義や守秘性という概念を重視す
ることにつながっていると分析されている。これに対し，国際比較可能性
の確保を目的とした IFRS のような会計システムは，税務会計の影響を受
けず，質の高い最適性と透明性を追求する会計制度であるといえる
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（Doupnik & Perera, ₂₀₁₂; Nobes & Parker, ₂₀₀₈; Nobes, ₁₉₉₂）。
　日本の中小企業会計における中小指針と中小要領を見ると，IFRS のよう
な国際比較可能性の確保，資源配分の最適性，透明性などを追求する制度
は IFRS の影響を反映させる中小指針に該当する。これに対して，中小要
領は社会的要因の影響を受けた制度であると考えられる。河崎（₂₀₁₃）で
も，中小要領の特徴として，IFRS の影響が遮断されており，実務の会計慣
行を踏まえて税務上の処理を尊重する会計システムであると述べられてい
る。本研究では，日本の中小企業の会計実務に携わる税理士が，社会的要
因が影響する状況下で，この ₂つの制度のどちらを選択するかについて検
証する。上記の議論より，まずは以下のような仮説 H₁ を立てた。
H₁：日本の税理士は不確実性回避の行動を好むため，中小指針よりも
中小要領の採用を中小企業に勧める傾向にある。
　また，国の社会的要因は会計専門家個人の会計行動にも影響を与えるで
あろうか。文化や社会的要因は国家単位で定義づけられるが，国家レベル
と個人レベルで測定された文化や社会的要因が同じ傾向を示すかどうかと
いう点は，検証されなければならない（Yoo et al., ₂₀₁₁; Yoo & Donthu, 
₂₀₀₅; ₂₀₀₂）。上記のような議論は，不確実性の回避を好まない個人の性格
が，保守主義を重視する中小要領の採用を選択させ，逆に，不確実性の回
避を好む個人の性格が，最適性や透明性と結びつく中小指針の採用を決定
するという関係を仮定させる。従って，以下のような仮説 H₂ を設定した。
H₂：不確実性回避を好む税理士ほど，中小要領の採用を好み，不確実
性回避を好まない税理士ほど，中小指針の採用を好む傾向にある。
　さらに本研究では，仮説 H₂を検証する上で，税理士が，中小指針と中小
要領の選択決定にあたり，専門的判断に際して最も相反する会計処理を抽
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出し，彼らの専門的判断と社会的要因の関連性を調査する。このような最
も相反する会計処理は， ₁）市場価格あるその他有価証券の期末評価，お
よび ₂）減価償却の処理，の ₂つが該当し，それぞれ仮説を設定した。
1）　市場価格あるその他有価証券の期末評価
　市場価格あるその他有価証券の期末評価については，中小指針では時価
評価が求められている（中小指針₁₉（₄））。時価評価により発生する評価差
額は，洗替方式に基づき，全部純資産直入法又は部分純資産直入法により
処理することになっている。これに対して，中小要領では，原則として売
買目的有価証券以外の有価証券は原価評価で評価されることになっている
（中小要領Ⅱ ₅（₁））。専門家の意思決定への社会的要因の影響を考慮すれ
ば，不確実性の回避という要因から派生する保守主義という特徴が，時価
の増加分を認識しないという会計行為と結びつき，逆に，透明性や最適性
を高めようとする性格が時価評価という会計行為と結びつくと仮定される。
したがって，以下のような仮説 H₃ を立てることができる。
H₃：市場価格のあるその他有価証券の処理について，不確実性回避を
好む税理士ほど，中小要領における原価評価を好み，不確実性回避を
好まない税理士ほど，中小指針における時価評価を好む。
2）　減価償却費の処理
　減価償却費の処理については，中小指針では，定率法，定額法その他の
方法に従い，毎期継続して規則的な償却を行うことが求められている（中
小指針₃₄（₁））のに対して，中小要領で求められている処理は，定率法，
定額法等の方法に従い，相当の償却を行うとなっている（中小要領Ⅱ ₈
（₁））。このような両制度の違いは，実務上，減価償却費を計上しなくとも
法人税法上問題にされることはないので，中小要領を採用して「相当の償
却」を怠ること（確定決算主義の逆基準性）も考えられる（品川，₂₀₁₃）。
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つまり，中小要領を採用することで，赤字のときには減価償却をしないと
いう利益調整が行われることが考えられる。先行研究の Haller,（₁₉₉₂）や 
Haller & Ferstl,（₂₀₁₂）が示すように，確定決算主義を介した法人税計算
プロセスは，財務会計の損益に影響を与え，企業側に税金を低減させると
いう保守的な会計判断を後押しする可能性がある。また Han et al.（₂₀₁₀）
では，不確実性回避という文化側面の強い（弱い）国の経営者ほど利益調
整を行わない（行う）傾向にあることを実証していた。本研究では，意思
決定者である各税理士の文化的側面と結果としての選択判断の関係を調査
するため，以下のような仮説 H₄ を設定した。
H₄：減価償却の処理に関し，不確実性回避を好む税理士ほど，中小要
領における相当の償却を好み，不確実性回避を好まない税理士ほど，
中小指針における規則的償却を好む。
Ⅴ　リサーチ・デザイン
　本研究では，研究目的に基づき，質問票調査を実施した。質問票の第 ₁
部では，ある架空の会社の事例を示し，調査票回答者に対して中小指針と
中小要領の選択判断や会計処理に関する裁量について尋ねる。質問票の第
₂部では，より緻密な分析と関連する変数をコントロールするため，回答
者の統計量や個人的，職業的情報を尋ねる。そして，質問票の第 ₃ 部で
は，Yoo et al.,（₂₀₁₁）に基づき，Hofstede（₂₀₀₁; ₁₉₈₀）の文化的側面を
個人レベルで測定するための質問（Individual Cultural Value Scale: 
CVSCALE）を組み込む。
　質問票に示された架空の会社は，非上場の中小企業であるが，会社の規
模は比較的大きく，財務的にも安定しており，所有と経営の分離も十分存
在し，出資や借入も海外から受け入れている状況が示されている。このよ
うな前提の下で，中小指針と中小要領の選択適用が問題となる ₂つの処理
（市場価格のあるその他有価証券と減価償却費）についての税理士としての
修道商学　第 56 巻　第 1号
─　　─42
判断，および包括的な会計基準の選択判断について，質問票の回答者に尋
ねる。
　また，回答者を無作為に ₂グループに区分し，一方のグループのシナリ
オには，登場する架空会社 A の今期の財務状況について，中小指針に基づ
いて財務諸表を作成すると，財務諸表では赤字になるにもかかわらず，法
人税の申告書では黒字になるという情報を追加する。これは，確定決算主
義の逆基準性がより大きく問題になる場合に，回答者の専門的判断がどの
ような影響を受けるかについて調査するための操作である。
　調査票の実施は₂₀₁₅年に実施する予定である。調査票はネット上で実施
できるサーベイ・モンキーを用いて作成し，リンクを貼付けたメールを送
付して募集する。対象は，TKC に所属する日本の税理士とし，各グループ
（実験グループとコントロール・グループ）それぞれ₁₅₀－₂₀₀程度の有効回
答数の回収を目指す。
Ⅵ　総　　　　　括
　本論文では，今日の日本の中小企業会計に潜む会計基準選択問題と社会
的要因である文化的側面との関係について，問題提起し，関連する先行研
究を整理し，論理的フレームワークの構築と仮説の設定を行った。これら
の検討を踏まえ，最終的には，リサーチ・デザインを確定させ，それに基
づきデータを収集し，分析を進め，結論を導きたい。
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